
 

公立大学法人三重県立看護大学の中期目標期間の終了時に見込まれる中

期目標期間における業務の実績に関する評価（見込評価）実施要領の改正

について 

 

１ 概要 

地方独立行政法人法第七十八条の二において、公立大学法人は、中期目標の期間の最

後の事業年度の前々事業年度中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間にお

ける業務の実績について、評価委員会の評価を受けなければならないとされています。 

第３期中期目標期間の見込評価を令和７年度に実施するにあたり、平成 30 年 8 月 9

日の評価委員会で決定した評価実施要領を、改正する必要があります。 

 

 参考）第３期中期目標期間 ：令和３年度から令和８年度 

 

    評価委員会による評価：令和４年度･･･年度評価（令和３年度実績） 

               令和５年度･･･年度評価（令和４年度実績） 

               令和６年度･･･年度評価（令和５年度実績） 

               令和７年度･･･年度評価（令和６年度実績）＋見込評価 

               令和８年度･･･年度評価（令和７年度実績） 

               令和９年度･･･年度評価（令和８年度実績）＋期間評価 

２ 改正内容 

第３期中期目標策定時の項目変更にともない、大項目の区分を変更します。 

   

（変更前）大項目は以下のとおり区分する。 

Ⅰ 大学の教育

研究等の向上

に関する項目 

１ 教育に関する項目 

２ 研究に関する項目 

３ 地域貢献等に関する項目 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する項目 

Ⅲ 財務内容の改善に関する項目 

Ⅳ 自己点検・評価および情報の提供に関する項目 

Ⅴ その他業務運営に関する重要項目 

 

（変更案）大項目は以下のとおり区分する。 

 

Ⅰ 大学の教育研

究の向上に関す

る項目 

１ 教育に関する項目 教育研究の特性に

配慮すべき項目 ２ 研究に関する項目 

Ⅱ 社会・地域貢献に関する項目 

教育研究の特性に

配慮すべき項目以

外の項目 

Ⅲ 大学運営に係る環境整備に関する項目 

Ⅳ 的確な業務運営の実施および業務改善に関する項目 

Ⅴ 財務内容の改善に関する項目 

Ⅵ 大学教育の質保証および情報の公開・発信に関する項目 

資料 ５ 



地方独立行政法人法（抜粋） 

（中期目標の期間における業務の実績等に関する評価等の特例） 

第七十八条の二 公立大学法人は、次の各号に掲げる事業年度の区分に応じ当該各号に定め

る事項について、評価委員会の評価を受けなければならない。この場合において、第二十

八条から第三十条までの規定は、公立大学法人には、適用しない。 

一 中期目標の期間の最後の事業年度の前々事業年度中期目標の期間の終了時に見込まれ

る中期目標の期間における業務の実績 

二 中期目標の期間の最後の事業年度中期目標の期間における業務の実績 

２ 公立大学法人は、前項の評価を受けようとするときは、設立団体の規則で定めるところ

により、同項各号に掲げる事業年度の終了後三月以内に、当該各号に定める事項及び当該

事項について自ら評価を行った結果を明らかにした報告書を評価委員会に提出するとと

もに、公表しなければならない。 

３ 第一項の評価は、同項各号に定める事項について総合的な評定を付して、行わなければ

ならない。 

４ 評価委員会は、第一項の評価を行ったときは、遅滞なく、当該公立大学法人に対して、

その評価の結果を通知しなければならない。この場合において、評価委員会は、必要があ

ると認めるときは、当該公立大学法人に対し、業務運営の改善その他の勧告をすることが

できる。 

５ 評価委員会は、前項の規定による通知を行ったときは、遅滞なく、その通知に係る事項

（同項後段の規定による勧告をした場合には、その通知に係る事項及びその勧告の内容）

を設立団体の長に報告するとともに、公表しなければならない。 

６ 設立団体の長は、前項の規定による報告を受けたときは、その旨を議会に報告しなけれ

ばならない。 

７ 第二十九条の規定は、第一項の評価を受けた公立大学法人について準用する。この場合

において、同条中「及び年度計画並びに」とあるのは「及び」と、「毎年度、当該」とあ

るのは「当該」と読み替えるものとする。 

 


